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論文  

北海道における農福連携の中間支援に関する事例的考察  

畠山  明子（星槎道都大学  社会福祉学部）  

大原  昌明（北星学園大学  経済学部）  

杉岡  直人（北星学園大学  名誉教授）  

要旨  

本 稿 は、北 海 道 を事 例 対 象 地 区 とした農 福 連 携 における中 間 支 援 の現 状 について、北 海 道 内

の行政機関等を対象とした事例調査を実施し、課題を明らかにしたものである。農福連携の歴史は、

初 期 には社 会 福 祉 法 人 による取 り組 みがみられ、その後 、農 業 事 業 体 の生 産 ・ 加 工 ・ 販 売 の六 次

化 およびハウス栽 培 等 における人 手 不 足 の対 策として、障 害 者 就 労 支 援 事 業 所 との連 携 による雇

用 の推 進 として進 められてきた。また近 年 は、高 齢 者 や生 活 困 窮 者 、刑 務 所 や少 年 院 からの出 所

者 等 、様 々な就 労 ニーズのある人 々を包 摂 する共 生 型 の就 労 支 援 機 会 の拡 大 として取 り上 げられ

てきた。 

今 回 の事 例 調 査 の対 象 は、都 道 府 県 レベルに相 当 する北 海 道 保 健 福 祉 部 、北 海 道 社 会 福 祉

協議会、農林水産省の出先機関である北海道農政事務所および自治体レベルの中間支援組織と

しての役 割を積 極的に果たすべく取 り組 んでいる恵庭 市（ 障がい福 祉 課）である。事 例 調査の結果

から、農福連携の推進主体といえる行政機関等の中間支援を担う組織に求められる「マッチング」 と

「普及啓発」の機能を「直接的中間支援」「間接的中間支援」としてその特徴を整理した。   

今後は農福連携に取り組む社会福祉法人や農業生産法人あるいは農業を手がける企業組織へ

の中 間 支 援 の役 割 が重要 となる。自 治 体 レベルの連 携 だけでなく、農 福 連 携 における求 人 情 報 や

求 職 情 報 を仲 介 する専 門 職 を配 置 した中 間 支 援 組 織 を都 道 府 県 段 階 および市 町 村 段 階 で展 開

することが求められる。 

キーワード：農福連携  中間支援  就労支援

１．研究の背景  

（１）障害者就労と農福連携の歴史  

わが国における障害 者 の就労支 援は、身 体障 害者の職 業更 正 ・自 立 のために福祉的就 労の場

が作られたことに始まった。知的 障 害者 や精 神 障害 者の場合 、その家 族や支援 者が立ち上げた小

規模作業所（共同作業所）等の活動が取り組まれた。その後、障害者自立支援法（ 2006 年）をもっ

て三 障 害 （発 達 障 害を含む） 統合のサービス体 系が作 り上げられてきた。「 2021 年 社 会福 祉 施 設

等調査の概況」による就労支援事業所（就労移行支援、就労継続支援 A 型、就労継続支援 B 型）

数をみると、総数で約 22,000 事業所（就労移行支援 3,353 事業所、就労継続支援 A 型 4,130

事業所、就労継続支援 B 型 14,407 事業所）、利用者数は約 540,000 人（就労移行支援 39,271
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人、就労継続支援 A 型 98,620 人、就労継続支援 B 型 401,977 人）となっている。そして福祉的

就労から一般就労への移行率は 3 割（27%）となっている。  

近年 、就労 継 続支 援 等 の就労 系障 害 福祉 事 業 所において、授産 科 目として農 作業が増加 して

いる注 １ ） 。「障害者等が農業分野で活躍することを通じ、自信や生きがいを持って社会参画を実現し

ていく取 組 」 （ 農 林 水 産 省 ） である農 福 連 携 は、初 期 には社 会 福 祉 法 人 による取 り組 みとして、ここ

ろみ学園（栃木県足利市、1958 年～）、白鳩会（鹿児島県南大隅町、1972 年～）等が知られてい

る。その後、農業事業体の実践事例として紹介されることが多い京丸園株式会社（静岡県浜松市、

2004 年 ～） 、また、民 間企業による特 例子 会 社設立の動きの中で、コクヨがハートランド（ 2008 年

～）、タマホームがタマアグリ（ 2009 年～）、クボタがクボタサンベジファーム（ 2010 年～）として参入、

次 いで、自 社 で野 菜 等 を生 産 して加 工 を行 い、流 通 （ 販 売 ） する六 次 化 の取 り組 みとして、株 式 会

社九神ファーム（北海道芽室町、2013 年～）等が登場している。また最近の動向として、共生社会

対応の取り組みの中で、就労ニーズのある高齢者や生活困窮 者（濱 田  2020；濱田  2021）、矯 正

施設出所者や少年院出院者（今井  2021）等による農福連携の実践が取り組まれている（吉田・里

美・季刊『コトノネ』編集部 2020；畠山・杉岡  2022）。 

2023 年 3 月時点の農福連携に取り組む事業所数は 6,343 と報告されている（図 1 参照）。その

内訳は、障害者就労支援事業所による取り組みは 3,292（就労継続支援 A 型事業所が 641、就

労継続支援 B 型事業所が 2,651）、農業経営体等による取り組みが 3,000、特例子会社による取

り組みが 51 となっている（農林水産省「農福連携の推進」より）。  

 

図 1 農福連携に取り組む主体数の推移（出所：農林水産省「農福連携の推進」より）  

 

（２）農政サイドからの農福連携の政策的動向  

農政サイドの農福 連携 の動きは、農 業労 働力 の高齢化と担い手不 足 への対応をめぐって登場 し

てきた。農政において農福連携は、大型機械の利用とは異なる、野菜を中心とする労働集約的なハ

ウス栽培やお茶の栽培農家等の組織的に対応する動きとして、2016 年 頃から農業政策研究 所 や
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障 害者 就 労における農 業 事業 体 での施 設 外 就 労の取 り組 み支援の動 きに対 応 したものである。そ

こでは、JA や社会就労センター（セルプ協）等の取り組みが先行する形で取り組まれていた。  

その後、農林水産省を中心とする農福連携が登場し、現岐阜県知事が会長を務めている各都道

府県に農福連携担当部署を置くことで注 2） 、国に求める支援について提言を行う「農福連携全国都

道府県ネットワーク」や「ノウフク・アワード注 3） 」選定による優良事例の表彰、農福連携等を普及・啓

発するためのイベントの開 催 （ノウフクマルシェ等 ） 、農 福 連 携 等に関 係 する主体の連 携 ・ 交 流 の促

進（ノウフクラボ）、農福連携等に関する情報提供等を行う「農福連携等応援コンソーシアム」等、全

国 的 な展 開 が進 んでいる。さらに「 福 祉 分 野 等との連 携における農 山 漁村 の再 生 への取 組 推 進に

ついて、実効ある方策を検討する」ことを目的に「農福連携等推進会議」 注 4） の設置（ 2019 年 3 月）

により、第 2 回目の会議（2019 年 6 月）において「農福連携等推進ビジョン」が取りまとめられた。こ

れは、2024 年度までに「農福連携に取り組む主体を新たに 3,000 創出する」ことを目的に、「認知

度の向上」「取組の促進」「取組の輪の拡大」を取り組み課題としたものである。（表 1 参照）  

 

表 1 「農福連携等推進ビジョン」の概要  

課題  アクション 

①「知られていない」  

農 福 連 携 と いう 取 組 自 体 がよく 知 られ ていな

い、そのメリットが多 くの関 係 者 に十 分 浸 透 して

いない等  

（１）農福連携のメリットの発信  

（２）戦略的プロモーションの展開  

②「踏み出しにくい」  

どうやって始めてよいか分からない、農業と福祉

の双 方 ともにお互 いのことをよく知 らない、農 福

連 携 を通 じた農 業 経 営 の発 展 や人 材 育 成 等

に手間と費用がかかるのではないか等  

（１）農福連携に取り組む機会の拡大  

（ ２ ） ニーズをつなぐマッチングの仕 組 み等 の構

築  

（ ３ ） 障 害 者 が働きやすい環 境の整 備 と専門 人

材の育成  

（４）農福連携に取り組む経営の発展  

③「広がっていかない」  

経 済 界 、消 費 者 等 も巻 き込 んだ社 会 全 体 への

広がりが見えにくい等  

（１）国民的運動を展開するための基盤の形成  

（２）関係団体等での横展開等の推進  

出所  「農福連携等推進ビジョン」（「農福連携等推進会議」より）  

 

（３）農福連携を推進する仕組み  

ところで、農福連携を進めようとする就労系障害福祉事業所を中心とする社会福祉事業者は、農

作業の工程や技術について農業事業体や農業者に説明を求めざるを得ず、さらには農業者側にお

いても障害者が判断しやすい作業手順の説明の仕方に関わる仕事の切り出し方の知識がないため、

特別支 援学校のスタッフやセルプ協等の専門 的 支援スタッフの存在が欠 かせない。そこで、自 治 体

レベルや JA レベルでのマッチング組織による農業者や社会福祉専門職を含めた調整役割を果た
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すことが求められる。そして、社会福祉事業に関わる団体の連携や就労の場を提供する農業者の協

議の場が実際的なものとなる。  

社会福祉法人等では農業分野の活動を法人内で取り組む事例も多いことから、連携の活動には

協力的な立場となる。加えて、農福連携には施設外就労を前提とした請負契約的な就労条件が伴

うため、社 会 福 祉 事 業 者 が施 設 外 就 労 等 として地 域 の農 家 に出 向 いて障 害 者 の雇 用 について直

接交渉を行ったり、障害者に理解のある農業者が個人的に障害者を受け入れている実態がある。そ

こで、農福連携という実践を下支えする相談窓口となり、業種の異なる両者の出会い・仲介を行う中

間 支 援 のあり方 が問 われることになる。ここで「 中 間 支 援 」 とは、働 く場 と機 会 を提 供 する農 業 サイド

の受け入れ希 望 者に働 く機 会を求 める障害 者の理 解を踏まえた両 者 をマッチングすること、農 業サ

イドの受 け入れ側に障 害 者の特性 等について的 確な説明 をしたり、障害 福祉 事業 所 等に農業サイ

ドのリクエストについて紹介すること等を指し、こうした実際的な仲介を行う組織を「中間支援組織」、

中間支援として果たす機能を「中間支援機能」とする。  

 「 農福 連携 等 推進ビジョン」 （ p6）では、農業 者と障 害福 祉 施設 をつなぐしくみや人 材について、

以下の方策が提示されている。  

（２）ニーズをつなぐマッチングの仕組み等の構築  

農業経 営体のニーズと障害者 就労施 設等のニーズがうまく結び付くこと等が重要であることから、

次の取組を推進する。  

〇農作業を委託する農業経営体と受託する障害者就労施設等をつなぐなど、農業と福祉の双方

の人 材 確 保 の観 点 から、両 者 のニーズをマッチングする仕 組 みを構 築する。この場 合 、現 場 での

情報収集や関係機関との情報共有による地域における両者のニーズの掘り起こしを行うとともに、

両者の事情に精通した者による調整等が極めて重要であることから、コーディネーターの育成・普

及を図る。 

〇ハローワーク、障 害 者 就労 施 設 等、特 別 支援 学校 、農 業法 人 等において連携 強 化を図 り、農

業分野での障害者の雇用増加を推進する。  

 

実 践 行 為 を行 う農 業 者 や就 労 系 障 害 福 祉 サービス事 業 所 を外 側 から支 える「 農 福 連 携 を推 進

する中間支援」は、両者の実情に詳しい専門家の仲介により、連携がよりスムーズに進むことが期待

できる。例 えば、小 柴 ・ 吉 田 ・ 香 月 （ 2016： 14） は、農 福 連 携 の取 り組 みの初 期 には、「 農 業 と福 祉

の主体間の接点づくりや既存の制度の周 知 」、本 格的な進出 時には「 農 業部門 ・ 福祉部 門両 面 で

の経営要素の整備、周 囲の農業者や各分野の専門家との関係構築、拡大した部門の分社化 を含

めた経営アドバイス等の支援策」が必要と指摘する。また、NPO 法人日本セルプセンター（ 2021）の

調 査 結 果 では、報 酬 単 価 の交 渉 に際 し、第 三 者 が仲 介 することの有 効 性 が指 摘 されている。障 害

福祉サービス事 業所が施設外 就労として、農 家 に出向いて活 動をする場合、事業 所と農 家の直接

交 渉 により、報 酬 単 価 が設 定 されることも多 い。これについては、NPO 法 人 日 本 セルプセンター

（ 2021： 52）が「農業側にとって単価の見直しが収益を圧迫しかねない問題である一方、少しでも高

い賃 金や工 賃の向 上を目 指している福 祉側 にとっては、相反 する問 題 だからだ。そうした利害 関 係
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のバランスを保ちつつ、お互いが歩み寄る形で着地させるためには、相対で交渉するよりも経験豊か

なコーディネーターが間 に入 り、機能 すること」の必 要 性を指 摘 している。草 野 （ 2021）の調査 でも、

請負料の調整や作業の指導等において JA が仲介に入っている事例を紹介している。しかしながら、

そのような組 織や専門 家 がいない中、手 探 りで農 福連 携に実践 している事業 体も少 なくないのが現

状である。 

これまでの先 行 研 究 から、農 福 連 携 を推 進 する中 間 支 援 機 能 は、マッチング（ 働 く場 と機 会 を提

供する農業サイドの受け入れ希望者に働く機会を求める障害者の理解を踏まえた両者をマッチング）

と普及啓発（農業サイドの受け入れ側に障害者の特性等について的確な説明・障害事業所等に農

業サイドのリクエストを情報提供）であると指摘されている（大澤  2010；吉田  2022 等）。小柴・吉田

（2016）は、都道府県レベルでの中間支援組織を設置した先行事例として香川県をはじめ鳥取県、

静岡県 、市町 村レベルでは浜松 市を紹介 し、この研究では農 業と福 祉 をつなぐマネジメントを行 うコ

ーディネーターと圃場等の現場で支援を行う人材の存在の重要性を指摘している。なお、農林水産

省「農福連携事例集」（ 2023 年 4 月）の中で紹介されている中間支援組織は 5 事例ある（①松本

ハイランド 農業協同組 合、②一般社団法人  岐阜県農畜産公社「ぎふアグリチャレンジ支援センタ

ー」、③一 般社 団法人  三重県 障がい者就 農促 進協議 会、④特 定非 営 利活動 法人  香川 県社 会

就労センター協議会、⑤全国農業協同組合連合会大分県本部）。この 5 事例の中間支援組織と

しての機能を先の「農福連携事例集」や過去の「ノウフク・アワード」のアーカイブから整理したものが

表 2 である。中間支援の運営主体はさまざまあるが、中間支援機能は、主に、相談窓口の設置、マ

ッチングのほか、コーディネーターの配置、サポーターの養成に分けることができる。資料から読み取

った限りにおいては、岐 阜県はワンストップの相談窓口を設置し、農 福 連携コーディネーターが農作

業 の受 託 ・ 委 託 のマッチングを担 うなど、中 間 支援 としての役 割 を果たす体 制 が取 られていることが

わかる。 

 

表 2 農福連携の中間支援機能の分類  

 松本市  岐阜県  三重県  香川県  大分県  

主体  JA 一般社団法人  一般社団法人  NPO 法人  全農  

相談窓口の設置  〇  〇  〇  〇  〇  

マッチング  〇  〇  〇  〇  〇  

コーディネーター  

配置  

 〇   〇  〇  

サポーターの養成   〇  〇    

（筆者作成）  

 

２．研究の目的・対象・方法  

本 稿 の目 的 は、農 福 連 携 を推 進 する都 道 府 県 単 位 の関 係 団 体 および専 門 職 団 体 等 の中 間 支

援のあり方について、事例調査により明らかにすることである。  
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研究の対象地域は、農業を基幹産業とする北海道である。北海道の農福連携は、農政、福祉行

政がその推進の中核を担い、全道の 14 振興局（農務課）には農福連携相談窓口を設置している。

近 年 、農 福 連携に取 り組む事 例が増 える中で北 海 道 全体の取 り組 みについては、以 下 2 つの調

査・事業で紹介されている。 

①農福連携に取り組む事業所に関するデータベース化事業報告書（日本農福連携協会  2022）  

 これは、農福連携の取り組みが先進的な都道府県の基礎的なデータベース構築を目的とし、地図

情 報に障 害 福 祉サービス事 業 所 、農 家 ・農 業 法 人 を示 し、援 農に出 向 いている障 害 福 祉サービス

事業所から援農を受けている農家・農 業法人 等 の所在地を示したものである。本報告書において、

北 海 道 は他 の三 県 （ 福 島 県 、新 潟 県 、長 野 県 ） とともに、農 福 連 携 の取 り組 みが先 進 的 な都 道 府

県の一つに選定された。その特徴は、北海道の 6 エリア（道央札幌近隣地域、上川旭川近隣地域、

北空知周辺、室蘭周辺、帯広周辺、函館周辺）にネットワークが広がっていること、他の三県には障

害福祉サービス事業 所 と農家 ・農業 法人 を仲 介 し、マッチングを行 うコーディネーターが配置されて

いる一方で、北海道には配置されていないことが挙げられている。  

②農福連携の推進に関する実態調査結果報告書（北海道管区行政評価局  2022）  

 2021 年 7 月から 2022 年 2 月にかけて実施された本調査は、農福連携に関わる行政機関、農

業経営体、福祉事 業所 等を対象としたものである。「地域における農業と福祉のニーズをマッチング

する取組の実施状況」について、「農福連携の取組実績を問わず、農業者と福祉事業所とをマッチ

ングする窓 口の整 備 を必 要 としている事 業 所 等が多くみられた」 、「 当 局 が関 係 機 関や団 体 等 を調

査 した結 果 、地 方 公 共団 体 を主 体 として農 業と福 祉 のニーズをマッチングする取 組 は、広く各 地域

で取り組まれているものではなく、現状 、一部の地域で、それぞれの地域 の実情に応じて取 り組まれ

ている状況であることがうかがわれた」（ p34）ことが指摘されている。  

なお、近 年 の北 海 道 における農 福 連 携 の中 間 支 援 については、直 江 ・ 義 平 ・ 小 泉 （ 2023） が旭

川市、美瑛町、恵庭市、幕別町の 4 自治体および合同会社 1 事業所が担う中間支援を取り上げ

農家と福祉 事 業者の請 負契 約の内 容に着目 して専 門人 材の配 置状 況 やマッチングの内容につい

て明らかにしているほか、本江・東山（ 2022）は、「 JA きたそらち」が果たす中間支援（コーディネート

業務）について考察している。 

今回の事例調査は、2021 年 8 月に 1 時間程度のインタビューガイドを用いて実施した半構造化

面接調査である。調査対象は、北海道内の行政機関等 4 組織（北海道保健福祉部、社会福祉法

人 北 海 道 社 会 福 祉 協 議 会 （ 道 社 協 ） 、北 海 道 農 政 事 務 所 、恵 庭 市 ） である。各 農 福 連 携 担 当 者

（ 北 海 道 保 健 福 祉 部 職 員 、道 社 協 法 人 支 援 部 職 員 ならびにコーディネーター、北 海 道 農 政 事 務

所企画調整室職員、恵庭市保健福祉部障がい福祉課職員）に対し、訪問個別面接調査を実施し

た。聞き取 りを行った調 査記 録を起こし、インタビューガイドごとに記 録を整理 した。主 なインタビュー

ガイド（質 問項 目） は、所 属組織の所 管業務 、職 員構成 、調 査対象 者の担当業 務、農福連 携に関

わる事業内容・他機関との連携状況等である。さらに、2024 年 2 月に面接調査結果の記述内容に

ついて担当者に確認を取り、修正を行った。倫 理的配慮として、一 般社 団法人日本社会福 祉学 会

における「研究倫理規 程 にもとづく研究ガイドライン」に従い、調査対象となる個人・団 体に対してあ



27 

 

らかじめ調 査目 的 ・方 法 ・内 容及 び倫 理的 配慮 について口頭で説 明を行うとともに、承 諾書 を交 わ

した。また、本研究は星槎道都大学学務委員会による倫理審査を受けて実施している。  

 

３．事例調査の結果  

（１）事例の概要（表 3 参照）  

①北海道保健福祉部の場合：  

障 害 者 部 局 内 の係 で農 福 連 携 ・ 水 福 連 携 を担 当 している。農 福 連 携 に関 わる事 業 については

道社協を含む「農福連携促進事業委託業務」受託コンソーシアムに委託している。委託業務は、農

福 連 携 マルシェ開 催 、農 福 連 携 マッチング支 援 、農 業 の専 門 家 派 遣 、成 果 報 告 会 開 催 、成 果 報

告書作成等である。職員は、3 名体制（農福連携・水福連携担当、委託事業担当、イベント担当）

である。 

道社協が指定法人となっている北海道障がい者就労支援センター注 5） による授産製品の販売機

会となっているマルシェは、ショッピングセンターで月 1 回物販を実施している。これは、北海道とショ

ッピングセンターが包括連携協定を結んでいることで実現した。衛生管理等の関係で持ち込み販売

のみとなっているが、それ以外の制約はなく、毎回 出店する事業所を募集 している。コロナ禍の影響

で、2020 年度は 4～9 月まで休止、2021 年度は 6 月を中止した。事業所は、朝 10 時から夜 7 時

まで販売員となる利用者や職員を確保することが大変で、参加する 10 前後の事業所の半分くらい

はいつも同じ事業所となっている（主に、移動や運搬等の制約からショッピングセンター近郊が多い）。

マルシェについては、北海道や道社協のホームページで周知している。なお、北海道内の他自治体

でも実施されており、販路開拓のツールとしては重要な位置づけにある。  

連 携 先 として、道 社 協 には、事 業 委 託 、相 談 対 応 でコーディネーターが配 置 されている。農 福 連

携マルシェ等の販売イベントも一緒にやっている。北海道農政事務所は、「北海道地域の農福連携

推進ネットワーク」の事務局を行っており、北海道保健福祉部も会員となっている。  

 

②北海道社会福祉協議会（道社協）の場合：  

法人支援課の一部署（職員は 4 名体制）として、就労支援に特化した取り組みの一環（コーディ

ネーター1 名配置）で、北海道保健福祉部からの委託事業を実施している。2019 年度から単年度

ごとに事 業 の委 託 を受 け、コンソーシアム（ 北 のめぐみ愛 食 フェア実 行 連 絡 会 、一 般 社 団 法 人 れん

けい、道社協）を組んでいる。 

北 海 道保 健 福 祉 部 より委 託 を受 けた事 業 は、「 農 福 連携 マルシェの開 催 」 、「 農 福 連 携マッチン

グ支援」、「農業の専門家派遣」の 3 つである。2020 年度の成果をまとめた資料（農福連携促進事

業委託業務成果報告会）を見ると、「農福連携マルシェ」は、年 5 回、札幌市のほか旭川市、帯広

市 、函 館 市 において農 業 に取 り組 む障 害 福 祉 サービス事 業 所 の生 産 物 や加 工 品 の販 売 会 を行 う

予定であったが、2020 年度は新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受けつつ 3 回実施された。 

「農福連携マッチング支援」は、JA を主体とした農協施設見学会、福祉事業所見学、JA と地域

の福祉事業者の連携を活用したネットワークづくり（マルシェの開催 ）、新 規就農者に対する福祉 事
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業所との作業マッチング（作業体験会の実施、作業受託）、農福連携ミニセミナーの開催等の 7 ケ

ースであった。また、就労支援事業所における通年雇用に関わる酪農畜産業に関するニーズを明ら

かにする実態調査（アンケート調査）が実施された。  

「農業の専門家派遣」は、農業に取り組む福祉事業者が学べる動画集（ 3 本）の作成、水耕栽培

技術の専門 家による支 援、作 付面 積の縮 小に伴う収量 確 保・ 生 産品 種の見 直しにかかる提 案 （専

門家を派遣した結果、土壌分析を実施）、収量ならびに品質向上のための技術支援の 4 ケースで

あった。 

 

③北海道農政事務所の場合：  

北海道農政事務所は、農林水産省の農水土木以外の農村振興や地域農業活性化、農政推進

を取り扱う地方支分部局である。職員は非専従で 1 名体制となっている。 

 2014 年から北海 道 農 政事 務所が事務 局となって「 北海 道地 域の農 福連 携推 進ネットワーク」が

設立された。ここでは、普及啓発、情報共有を行 っている。ネットワークに加入している会員（障害福

祉事業所、農業者、行政機関、個人等）は 94（ 2023 年 10 月 20 日現在、101 会員）で、主に行

政機関が多いが、福祉 事業者や農業 者も参加 している。事務 局から交 付金の公募 （事 務委 任 はさ

れていない）等のメールによる情報発信を行っている。他方、会員が活動の情報を発信することは少

ない。普 及啓 発については、このほか、セミナーの開 催や取 り組 み事例の収 集を行 っている。マッチ

ングについては、民間同 士（農 業者と福祉 事業 者）への介入となることから行政が関与することは難

しいとの認識である。 

 

④恵庭市の場合：  

恵庭市では、障がい福祉課・農政課、農業者、福祉事業者を構成員とした恵庭市農福連携ネッ

トワークを形成している。障がい福祉課には、作業療法士資格を持つ職員もいる。  

恵庭市における農福連携の取り組みは、2015 年に恵庭市内の就労支援事業所に呼びかけを行

い、トマトとたまねぎの収穫体験を行う農業実習 を試行的に実施したことに始まる。翌年 3 月には、

恵庭市農福連携ネットワークを設立した。会員は、行政（農政課 、障がい福祉課、福祉課 ）のほか、

農業関係（農業者、JA、道央農業振興公社等）、福祉関係（ 7 就労支援事業所）が関わっている。

ネットワークの活動は、全部で 7 つある。第一にネットワーク会議の開催、第二にマッチングと農福連

携 、第 三に視察 ・ 情 報 交換の実 施 、第 四にシンポジウムの開 催 、第 五 に成功 事 例集の発 行 、第六

に収穫体験会の開催、第七に作業拡充に向けた調査・研究である。  

主 にマッチングについては、当 初 から障 がい福 祉 事 業 所 からの要 望 は障 がい福 祉 課 、農 業 者 か

らの要望は農政課が対応していた。農業者から募集した作業を障がい福祉課の担当職員が実際に

行うことで工賃の目安を設定する等して、参加事業所を増やしてきた。その後、農業者から障がい福

祉事業所への直接の作業委託、作業種の拡大等、広がりがみられるようになってきた。この成果は、

恵庭市農福連携成功事例集として 2022 年度まで追加版がまとめられている。 
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表 3 事例の概要  

対象エリア  全道対象  一自治体対象  
 

保健福祉部  道社協  農政事務所  恵庭市  

農福連携推進に  

関わる主な業務

内容  

道 社 協 等 へ の 事

業 委 託  

保 健 福 祉 部 か ら

の事 業 受 託  

「 北 海 道 地 域 の

農 福 連 携 推 進 ネ

ットワーク事 務 局 」

（ 普 及 啓 発 、情 報

共 有 ）  

「 恵 庭 市 農 福 連

携 ネットワーク」 事

務 局 、 福 祉 事 業

者 ・ 農 業 者 のマッ

チング、収 穫 体 験

会 、 成 功 事 例 集

作 成 ・ 調 査 研 究  

・コーディネーター（ Co.） 業 務  

・ 農 福 連 携 マルシェ  

・ 専 門 家 派 遣  

・ 農 家 ・ 事 業 所 とのマッチング  

農福連携に関わ

る職員配置  

3 名 体 制  

（ 農 福 連 携 ・ 水 福

連 携 担 当 、 委 託

事 業 担 当 、イベン

ト担 当 ）  

職 員 は 4 名 体 制  

Co.1 名  

（ 中 小 企 業 診 断

士 ）  

1 名 体 制 （ 非 専

従 ）  

自 治 体 職 員 が 担

当 （ 作 業 療 法 士

等 ）  

農福連携推進に  

関わる他機関等

との連携  

道 社 協 、 労 働 部

局 （ 雇 用 対 策

等 ） 、 農 政 部 局

（ 農 業 者 の紹 介 ）  

保 健 福 祉 部 、 受

託 事 業 のコンソー

シアム団 体  

保 健 福 祉 部 （ イベ

ント開 催 等 ）  

道 央 農 業 振 興 公

社 、 農 業 改 良 普

及 セ ン タ ー 、  農

業 版 ジ ョ ブ コ ー

チ、  計 画 相 談 支

援 事 業 所  

（筆者作成）  

 

（３）事例のまとめ  

今回の事例調査の対象は、都道府県レベルに相当する北海道保健福祉部、道社協および農林

水産 省の出 先 機関である北海 道 農政 事 務所および自 治 体レベルの中 間支 援 組織としての役 割を

積極的に果たすべく取り組んでいる恵庭市（障がい福祉課）であった。  

全道を対象とした行政機関（北海道保健福祉部）は、障害者の就労支援や農福連携に関するノ

ウハウを発揮できる機関として道社協に業務委 託を行い、連携している。北海道保健 福祉部から業

務を受託した道社協では、農福連携を実践する農家や事業所と直接関 わりマッチングやコーディネ

ートを行うことで、実態を把握することが可能となっている。障害者の社会参加や就労支援を目的 に

取り組まれることが多い農福連携は、社会福祉 行政や社会福祉協議会 が支援する体制を欠かすこ

とができない。 

農業部門の行政機関である北海道農政事務所は、「北海道地域の農福連携推進ネットワーク事

務 局 」 を担 い、農 福 連 携 に関 する情 報 共 有 として、情 報 交 換 会 の開 催 、現 地 見 学 会 の実 施 、施

策 ・ 補 助 事 業 その他 関 連 情 報 の会 員 への発 信 、農 福 連 携 に関 する普 及 啓 発 として、取 組 事 例 の
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調査と情報発信。ホームページにおける相互リンク、農福連携に関する問い合わせ対応、セミナー・

シンポジウム等の開 催を行っている（ 北海 道 農政 事務 所ホームページ） 。北海 道内のセミナー・ シン

ポジウム等 の情 報 、交 付 金 事 業 の紹 介 、農 福 連 携 の取 組 実 践 事 例 、農 福 連 携 の取 り組 み方 等 を

紹 介 するパンフレット等が北 海 道 農 政 事 務 所のホームページに集 約 され、北 海 道 の農 福 連 携の情

報の多くを入手できる。  

一自 治体 を対 象とする行政 機関 （ 恵庭 市 ）は、自治 体内での農福 連携 を推 進するうえでのネット

ワークの構 築 に加 えて、農 業 者 と福 祉 事 業 者 のマッチング、収 穫 体 験 会 等 、自 治 体 としてより積 極

的に農福連携に関わりを持っていることや医療福祉専門職としての作業療法士の自治体職員が配

置され、作業ごとに具体的なレクチャーをまとめた事例集が作成されていることが特徴的といえる。  

 

４．考察  

本 研 究 は、北 海 道 の農 福 連 携 の推 進 を支 援 する行 政 機 関 等 を対 象 とした事 例 調 査 から、農 業

者 と福 祉 事 業 者 をつなぐ中 間 支 援 のあり方 を明 らかにすることを目 的 とした。先 行 研 究 から「 マッチ

ング」と「普及啓発」という 2 つが中間支援機能として整理されていること、また、事例調査では調査

時（2021 年）には行政機関等によるマッチング事例が徐々に出てきていること、先進事例の紹介や

セミナーの開催等を通じて農福連携が浸透されてきていることが浮き彫りになった。  

以下では、先行研究および本研究の調査事例から、農福連携の中間支援に求められる 2 つの機

能について、北海道の農福連携の現状と課題に即してまとめを行う。  

 農 福 連 携 の推 進 主 体 といえる行 政 機 関 等 の中 間 支 援 を担 う組 織 に求 められる「 マッチング」 と

「普及啓発 」について、その機関の特性から得意とすることと課題となることについて、行政機関と民

間組織に分けてその内容を整理したものが表 4 である。 

 

表 4 農福連携の中間支援機能  
 

マッチング（直接的中間支援）  普及啓発（間接的中間支援）  

行政  △（民間への介入は難しい）  〇（情報提供）  

民間  〇（農家・事業所への仲介を行う）  〇（情報提供、マルシェ開催等）  

（筆者作成）  

 

（１）行政機関等のマッチングと普及啓発の課題  

①マッチング（直接的中間支援）  

まずマッチングについては、その機能的特性から「直接的中間支援」とした。今回の事例に即して

みると、保健福祉部、農政事務所および恵庭市は行政機関である。障害者と雇用側の農家（法人）

との間をマッチングする上で、障害者を就労支援する事業所と障害者を受け入れる農業事業体にど

のような調整を行うのかは、行政としては情報 提 供にとどまらざるを得ず、実情を把握した上でマッチ

ングを行うことになれば、恵庭市のように作業療法士のような専門職がコーディネーターとして役割を
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担うことが必要となる。具体的には、調整役としての専門職が農業分野と社会福祉分野の両方に必

要となり、相談支援に関わる必要がある。その時に道社協の障がい者就労支援センターに配置され

ているコーディネーターが相談支援のサポートを行うことが期待される。それは、長野県におけるセル

プ協 のような役 割 を想 定 することになるのではないかと思 われる。その点において、農 福 連 携 におけ

るマッチングは、農 業 ・ 福 祉に詳 しい専 任のコーディネーターを配 置 し、仲 介 を行 う「 直 接 的 中 間 支

援」がその機能として整理することができる。  

北 海 道 管 区 行 政 評 価 局 の調 査 においては、北海 道 農 政 部 による「 農 業経 営 体 と福 祉 事 業 所 と

が接 点 を持 つための機 会 を提 供 するマッチング支 援 は行 っているが、障 害 の特 性 に合 わせた作 業

の選定や工夫 を講 じることにより請負 契約の仲 介 を行う等のマッチングについては、それを支援する

人材の育成に関するノウハウがないとして行っておらず、また、こうしたマッチングは一定の地域 単 位

で主体 的に取 り組まなければ継続 的 な取 組は期 待できないとして、マッチングの仕組みの構築 を行

う予定 はない」（ 北海 道 管区行 政評 価局  2022： 32）という見 解を紹介 している注 6） 。道 内でも農 業

者と障害福祉事業所を仲介する JA や就労系障害福祉サービス事業所も出てきていることから（本

江・東山  2022；直江・ 義平・小泉  2023）、全 道を対象とする行政機関の役割としては、各自治体

等が中間支援として仲介を行う民間事業者を側面的に支援することといえる。  

 

②普及啓発（間接的中間支援）  

 普及啓発については、行政機関・民間組織いずれもホームページを持ち、農福連携に関わるサイ

トから先進事例や活用可能な補助金の紹介等を通じて具体的な情報提供を行っており、民間組織

（道社協）においては、生産物の販売等を行うマルシェの開催が農福連携を広報する重要な役割を

担うことになる。本研究では、このような情報提供の機能を「間接的中間支援」とした。  

北海 道でも農 福連 携の実践や補助 金の紹 介 等 の内容を含んだセミナーの開催も定 期 的に行わ

れている。地域の農業の実情は、自治体や地元の JA が情報を知っていることが多く、先行研究で

も農業者が担い手を求めていることで障害福祉事業者とつながる事例が多数紹介されている。一方

で、さまざまな情報がそれぞれのホームページ等に掲載されていることで、情報が分散されていること

については、改善の余地があると思われる。さらなる展開としては、情報が集約され、必要な人たちに

情報が行き渡るようなポータルサイトの構築により、農福連携推進の普及啓発が求められる。このよう

な間接的中間支援は、全道規模の行政機関だからこそ活かすことのできる機能であると考えられる。  

 

（２）中間支援に期待される機能  

近 年 、全 国 的 な農 福 連 携 に関 わる協 議 体 がネットワークの形 成 を図 り、情 報 交 換 と連 携 事 業 の

推進に関わっている。北 海道 内におけるネットワークとしては、北 海道における振興 局 レベルでの調

整機 能が近 年 整備 されてきているが、面 的に広 がりを前提 としているものの、北 海 道管 区 行政 評 価

局の調査報告で指摘されているように、「地方公共団体を主体として農業と福祉のニーズをマッチン

グする取組は、広く各地 域で取 り組まれているものではなく、現状 、一 部 の地域で、それぞれの地域

の実 情に応 じて取 り組まれている状 況であることがうかがわれた」 （ 北 海 道 管 区 行 政 評 価 局  2022：
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34）と試行的な要素がみられる。 

そこで、より福 祉 事 業 者 ・ 農 業 者 それぞれに実 践 的 効 果 を発 揮 する中 間 支 援 の形 成 課 題 として

は、第一に、中 間支 援 同士の横の連 携を現 在 の振興局 単位の活動 を基礎として強化 することが重

要である。第二に、マッチングを行 う人 材の専 任 配置が必 要となることが浮き彫 りとなった。とりわけ、

自治 体レベルにおいては、窓口 となる担 当者に事業の予算 付けを含めた体制にすることの難 しさが

指摘されている。それは、事 業予算が継続的に確保されるためには予算 措置が避けられないが、国

の方針として予算措置が明確にならなくては難しい要素があるといえる。  

本 事 例 調 査 は、新 型 コロナウイルス感 染 症 のさなかに実 施 したものであるが、アフターコロナ期 に

ある現在、農業に従事する利用者のサービス利用控えや体力低下（障害の重度化・高齢化の進行）

等から、従前の作業を継続することが困難である状況も指摘されている。障害者福祉の視点からまと

めるならば、利用者に合う作業種のマッチングが基本となる必要があり、障害者の自立生活を支える

所 得 保 障 （ 工 賃 ・ 賃 金 の保 障 ） の視 点 が政 策的 にクリアであることを踏まえた農 業 者 と障 害 福祉 事

業所の仲介等を包括的に行うことができる中間支援機能の強化と専任のコーディネーターの配置が

ポイントになる。 

 

付記  本稿は、2022 年 11 月 20 日に開催された北海道地域福祉学会全道研究大会の自由研究

発表において「農 福 連 携事 業における中 間支 援組 織の役 割に関する事例 研 究」 として発表 した内

容に加筆したものである。本稿は、科研費 20K22149、23K01854 の研究成果の一部である。                                                    

 

謝 辞  今 回の投 稿にあたり、調 査対 象 先の担 当 者の皆さまに原 稿 をご確 認いただき、また、最 近 の

動向について補足いただいた。ご協力いただきました皆さまに改めてお礼申し上げます。  

 

注  

1）畠山・大原・杉岡（2023）は、農業を活用した就労支援（農福連携）を取り上げ、先の就労支援

に関わる 3 つの課題について、就労支援事業所を対象に実施したアンケート調査をもとに検討を行

っている。この調 査 結果 の中で、個 別の就 労スキルに合わせて作 業 を調 整すること、他の授産 科 目

に比 較して工 賃が高いこと、作 業の安 全性 を考 慮 して障害 利 用 者 を農 業 生 産者 としてみなす必要

があることを指摘した。  

2）自治体によって主たる部署は、農政、福祉、その他と分かれている。  

3）農福連携を全国的に広く展開させ、各地域において定着させていくことを目的に、2020 年度か

ら農福連携に取り組んでいる優良な事例を発掘・表彰している（「ノウフク・アワード 2023」実施要領）

より。 

4）議長を内閣官房長官とし、以下、法務省矯正局、文部科学省初等中等教育局、厚生労働省職

業 安 定 局 ならびに社 会 ・ 援 護 局 、農 林 水 産 省 農 村 振 興 局 による省 庁 横 断 の組 織 に、実 践 者 （ 且

田 久 美 氏 （ 株 式 会 社 九 神 ファームめむろ取 締 役 ） 、小 池 邦 子 氏 （ 社 会 福 祉 法 人 花 工 房 福 祉 会 理

事 長 ） 、佐 藤 康 博 氏 （ 日 本 経 済 団 体 連 合 会 農 業 活 性 化 委 員 長 ） 、城 島 茂 氏 （ TOKIO） 、新 免 修
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氏（山城就労支 援事業 所「さんさん山城 」施設 長）、鈴木厚 志氏（緑京 丸園株式会社代表取 締 役

／ 総 務 取 締 役 ） 、中 村 邦 子 氏 （ 社 会 福 祉 法 人 白 鳩 会 常 務 理 事 ） ） に加 え、有 識 者 （ 鈴 木 英 敬 氏

（ 農 福 連 携 全 国 都 道 府 県 ネットワーク会 長 ） 、中 家 徹 氏 （ 全 国 農 業 協 同 組 合 中 央 会 会 長 ） 、皆 川

芳 嗣 氏 （ 一 般 社 団 法 人 日 本 農 福 連 携 協 会 会 長 ） 、村 木 厚 子 氏 （ 津 田 塾 大 学 客 員 教 授 ） ） を構 成

員とした（2019 年当時）。 

5） 指 定 法 人 としての業 務 は、工 賃 向 上 計 画 の策 定 ・ 推 進 支 援 、授 産 施 設 ・ 事 業 所 間 の連 携 、共

同 化 支 援 （ 共 同 受 注 システム） 、販 路 確 保 ・ 拡 大 支 援 、市 場 ニーズ調 査 ・ 商 品 開 発 活 用 、企 業 認

証制度およびアクション普及（企業等による障害者就労施設等への発注促進や製品の販売支援な

ど、企業等による障害者就労支援に対する理解と取り組み推進のための活動）。  

6） 2023 年度から、北海道農政部が主体となり、北海道でも農業現場で障害者とのマッチングを行

う「 農 福 連 携 技 術 支 援 者 （ 農 林 水 産 省 認 定 ） 」 の育 成 研 修 や農 福 連 携 技 術 支 援 者 の派 遣 事 業 も

開始された（道社協・北海道農政事務所 2024 年追加調査より）。  
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